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まえがき 

 

　交通安全対策の総合的かつ計画的な推進を図るため、昭和４５年６月に交通安

全対策基本法（昭和４５年法律第１１０号）が制定され、本市では安全で安心な

まちづくりを推進する中で、これまで１１次にわたり交通安全計画を作成し、各

種の交通安全対策を実施してきました。 

　この結果、昭和４３、４５年に２５人を数えた本市における交通事故による死

者数は減少を続け、平成１９年以降は一桁台で推移しており、発生件数及び負傷

者数も減少傾向を示しています。 

　これは、関係機関、民間団体等との協働により、継続して実施してきた各種交

通安全啓発活動による市民の交通安全意識向上の成果であると考えられます。 

　しかし、交通事故による死者は依然として発生しており、交通事故は加害者、

被害者のどちらになってもそれまでの生活を一変させる重大な要因の一つとなっ

ています。 

　近年においても高齢運転者による事故、子どもが被害に遭う痛ましい事故が後

を絶たないことから、特に、次代を担う子ども達のかけがえのない命を交通事故

から守っていくことが重要です。 

　交通事故の防止は、市及び関係機関のみならず、市民一人ひとりが絶えず継続

して取り組まなければならない重要な課題であり、人命尊重の理念の下に、交通

事故のない社会を目指して総合的かつ長期的に諸施策を推進していく必要があり

ます。 

　「第１２次渋川市交通安全計画」は、交通安全対策基本法第２６条第１項及び

渋川市交通安全条例第３条第２項の規定に基づき、令和８年度から１３年度まで

の６年間に講ずべき交通安全に関する施策の指針を定めたものです。 

　本計画を総合計画やその他関連計画等を踏まえた交通安全対策に係る分野別計

画と位置付け、具体的かつ積極的な施策を展開します。 

　市及び関係機関等においては、市内の交通実態等に即して交通安全に対する施

策を具体的に定め、交通事故の発生を抑止し、交通事故件数を１件でも多く減ら

すことを目指し、これを推進するものとします。 
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計画の基本理念 

 【交通事故のない社会の実現】 

 　真に豊かで活力のある社会を構築していくためには、誰もが安全で安心し 
て暮らせる社会を実現していくことが極めて重要となります。 

 　本市では令和７年中に、おおよそ１７０人に１人の割合で道路交通事故死

傷者が発生しており、交通安全の確保は、安全で安心な社会の実現における

重要な課題であります。 

 　道路交通事故による死傷者数は着実に減少してきてはいるものの、依然と 
して多くの被害が発生しております。また、交通事故がもたらす社会的、経

済的損失を勘案し、交通事故のない社会を目指すことを再認識する必要があ

ります。 

 　悲惨な交通事故の根絶に向け、交通安全対策をより一層推進していかなけ

ればなりません。 

 

 【人優先の交通安全思想】 

 　道路交通については、自動車と比較して弱い立場にある歩行者等の安全、 
また、高齢者、障害のある方、子ども、乳幼児連れの方等の交通弱者の安全

を一層確保する必要があります。 

 　交通事故がない社会は、交通弱者が社会的に自立できる社会であり、この 
ような「人優先」の交通安全思想を基本とした、あらゆる施策の推進が必要 
です。 

 　 

 【高齢者が安全に移動できる社会の構築】 

 　高齢歩行者等の交通事故とともに、高齢運転者による事故防止対策が喫緊 
の課題となっており、地域において高齢者が自家用車に頼らずに自律的に日 
常生活を営むことができるようにすることが重要です。 

 　高齢化が進む本市においては、高齢になっても安全に移動することができ、

安心して移動を楽しみ、豊かな人生を送ることができる社会、さらに年齢や

障害の有無等に関わりなく安全に安心して暮らせる「共生社会」を関係機関

等との連携によって構築することを目指します。

　計画期間 

  令和８年度から令和１３年度まで 
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　１　交通社会を構成する三要素　 

　　本計画においては、計画期間内に達成すべき目標を設定するとともに、その

実現を図るために講じるべき施策を定めます。 

　　具体的には、交通社会を構成する「人」、「車両等の交通機関」、「交通環境」

の三要素について、相互の関連を考慮しながら、交通事故の調査及び分析並び

に政策評価を充実させ、時代のニーズに応じた活動に取組み、これらを市民の

理解と協力の下、強力に推進します。 

　　（１）　人に対する安全対策 

　　　交通機関の安全な運転を確保するため、運転者の知識及び技能の向上、交

通安全意識の徹底並びに歩行者等の安全な移動を確保するため、交通安全意

識の高揚を図ります。 

　　　また、市民が自ら安全で安心な社会の実現を目指そうとする意識が極めて

重要であることから、交通安全に関する教育、普及啓発活動を充実させます。 

　　　さらに、市民が身近な地域や団体において、安全で安心な地域づくりに積

極的に関与できる仕組みづくりにも取り組みます。 

 

　　（２）　交通機関に対する安全対策 

　　　人間はエラーを起こすものとの前提の下で、それらのエラーが交通事故の

発生に結びつかないよう、各交通機関の社会的機能や特性を考慮した高い安

全水準を常に維持するための協力を行います。 

 

　　（３）　交通環境に係る安全対策 

　　　機能分担された道路網や交通安全施設等の整備及び老朽化対策等の推進を

図ります。 

　　　人優先の考えの下、人の移動空間と交通機関との分離を図り、混合交通に

起因する危険を排除する施策を充実させます。 

 

　２　計画期間において注視すべき事項　 

　　（１）　先進技術導入への対応 

　　　道路交通の分野では、衝突被害軽減ブレーキ等の先進安全技術が普及、進

展したことで、ヒューマンエラーによる交通事故は減少しています。 

　　　また、MaaS等のモビリティサービスの活用により、自ら運転することなく

移動できる環境が整備されると考えられます。 

　　　一方で、これらの技術の性能を過信、誤解することがないように、正しく

理解し、利用できるように周知していくことが重要です。 
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　　　　※　ＭａａＳ（Mobility as a Service） 

　　　　　ＩＣＴ（情報通信技術）の活用により、公共交通とその他の移動サ

ービスの最適な組み合わせを継ぎ目のないひとつのサービスとして提

供しようとする新たな「移動」の概念。 

 

　　（２）　外国人運転者等への対応 

　　　経済の維持・発展のために外国人材の受入れが進み、渋川市の外国人住民

数は増加傾向にあります。 

また、自動車運送業分野が特定技能制度の対象となるなど、今後、外国人

運転者の更なる増加が見込まれる中、外国人運転者のみならず、歩行者や自

転車等利用者に対しても、日本の交通ルールを十分に理解してもらい、交通

事故のリスクが高まらないよう対策を講じることが重要です。 

 

　３　横断的に重要な事項　 

　　（１）　救助・救急活動及び被害者支援の充実 

交通事故の発生時に負傷者の救命を図り、被害を最小限に抑えるためには、

緊急通報システム等の交通事故発生時に緊急車両が迅速に現場急行できるサ

ービスの一層の普及を進めるとともに、迅速な救助、救急活動と負傷者の治

療の充実を図ることが重要です。 

また、犯罪被害者等基本法（平成１６年法律第１６１号）に基づき、交通

安全分野においても、交通事故被害者等に対する支援を図ることが重要です。 

 

　　（２）　参加・協働型の交通安全活動の推進 

　　　交通事故防止のためには、国、県、市町村、関係機関等が緊密な連携の下

に、それぞれが責任を担いつつ、施策を推進するとともに、市民の主体的な

交通安全活動を積極的に促進することが重要となります。 

　　　そのため、市が行う交通安全に関する施策に計画段階から市民が参加でき

る仕組みづくり、市民が主体的に行う交通安全総点検、地域の特性に応じた

取組等、参加・協働型の交通安全活動を推進することが重要です。 

3



第１章　交通事故のない社会を目指して 

 

　１　交通事故のない社会を目指して　 

　　人命尊重の理念に基づき、究極的には、交通事故のない安全で安心な社会を

目指すことが必要です。 

　　近年、高齢運転者による交通事故や子どもが関係する交通事故が後を絶たな

いことから、高齢化が進むことへの対処とともに、子育てを支援する社会の実

現が求められる中、時代のニーズに応じた交通安全の取組が必要とされていま

す。交通事故による死傷者数をゼロにすることを目指し、交通事故のない社会

の実現に向けて、地域総ぐるみの積極的な取組が必要となります。 

　　特に、交通安全は地域社会と密接な関係を有することから、地域の交通事情

等を踏まえた上で、活動を強化することが重要です。 

　　その際、行政、学校、家庭、職場、民間団体等がそれぞれの役割を担いなが

ら連携を強化し、また市民が交通安全に関する各種活動について、その計画、

実行、評価の各場面において様々な形で参加、協働していくことが必要です。 

 

　２　歩行者の安全確保　 

　　人優先の交通安全思想を普及するとともに、歩道等を整備することで、高齢

者、障害のある方、子どもなど、いわゆる交通安全弱者といわれる方の安全を

確保することが重要です。 

 

　３　地域の実情を踏まえた施策の推進　 

　　交通安全に関しては、それぞれの地域の実情を踏まえた上で、その地域に最

も効果的な施策の組合せを、市民、関係機関及び市が一体となって行う必要が

あります。 

　　特に生活道路における交通安全対策については、総合的なまちづくりの中で

実現していくことが有効であり、まちづくりの視点に立った交通安全の推進に

当たっては関係機関及び市の役割が極めて大きくなります。 

　　さらに、地域の安全性を総合的に高めるため、交通安全対策を防犯や防災と

併せて一体的に推進することが有効かつ重要です。 

 

　４　役割分担と連携強化　 

　　行政のほか、学校、家庭、職場、民間団体、企業等それぞれが責任を持ちつ

つ役割を分担しながら連携を強化し、また、住民が交通安全に関する各種活動

に対し、その計画、実行、評価の各場面において様々な形で積極的に参加し、

協働していくことが有効です。
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第２章　道路交通の安全についての目標 

 

　１　交通事故発生状況の推移　 

　　本市における交通事故は、発生件数及び負傷者数が昭和４４年、死者数は昭

和４３年と４５年にピーク（２５人）に達しました。その後、交通事故発生件

数は下降線をたどり、昭和５１年まで１３年連続で減少しました。 

　　昭和５７年には、発生件数、負傷者数がピーク時のおよそ３分の１、死者数

では約半数となりましたが、昭和５９年以降は、自動車の普及に伴い、発生件

数、負傷者数ともに増加傾向に転じました。平成４年以降は、減少傾向に転じ

ましたが、平成１１年以降は、高齢運転者が増加したことで、再び増加傾向に

転じ、平成１５年には事故発生件数、負傷者数ともに過去最悪を記録しました。

しかし、翌年以降は、事故発生件数、負傷者数ともに減少傾向となっており、

令和５年には死者数ゼロを達成しました。 

第１１次計画期間における交通人身事故発生状況 

（資料提供：渋川警察署交通課）
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　２　交通事故の現状　 

    本市において、高齢者の関係する交通人身事故件数は、全体の３割程度を占

めており、高い割合で推移しています。その背景の一つとして、高齢者の運転

免許保有者率の増加が考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料提供：渋川警察署交通課） 
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　　日常生活に車が欠かせない本市においては、死傷者数に占める運転者及び同

乗者の割合が、非常に高い数値で推移しています。 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料提供：渋川警察署交通課） 

　　 

　自転車の人身事故件数は、高校生の世代（１６歳～１９歳）の割合が５３％　

であり、全体の過半数を占めています。高校生は通学に自転車を利用することが

多いことから、登下校の際に交通事故が起きていると推測できます。 

合計３４件 

（資料提供：渋川警察署交通課）
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　３　道路交通を取り巻く今後の状況　 

　　本市では、令和７年１２月末現在において人口の７４％に当たる５万２千人

以上の市民が運転免許を保有しており、自動車が日常生活において大きな役割

をもっていると推測されます。 

　　こうした中、本市を発着地とする主要地方道高崎渋川線バイパス、上武道路

及び上信自動車道の開通などの幹線道路の整備により、利便性が大きく向上し

ています。 

　　しかし、道路交通網の整備に伴い、本市を通過する車両の増加及び走行速度

の上昇による重大事故発生への懸念等、交通環境を取り巻く情勢は以前に増し

て厳しい状況にあります。 

　　さらに、高齢化が進んだことによる高齢運転免許保有者数の増加は、道路交

通に大きな影響を及ぼすものと考えられており、高齢運転者による交通事故防

止に向けた対策の強化が必要となります。 

一方で、先進安全技術の一部義務化・標準化や普及等、リスクを低減する要

素の増加も予想されており、道路交通を取り巻く状況は複雑に変化していくこ

とが見込まれます。 

 

　４　計画における目標　 

　　（１）　第１１次計画の目標達成状況 

　　　第１１次計画においては、交通人身事故発生件数について、第１０次計画

計画期間中の最低値を基準として、群馬県交通安全計画が定める削減率をも

って目標値を設定しました。 

　　　負傷者数及び交通人身事故の発生件数については、令和３年から減少を続

け、令和６年には計画の目標値を達成するに至ったものの、令和７年に増加

に転じました。 

　　　死者数については、令和３年から令和５年は減少を続け、令和５年には計

画の目標値を達成するに至ったものの、令和６年から令和７年まで増加に転

じました。 

　第１１次計画における目標値及び実績値 

 

 

 

 

 

 

　　 

目標値 実績値（令和７年）

０人 ４人

２９７件以下 ３２４件

年間の交通人身事故による死者数

年間の交通人身事故発生件数
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　（２）　第１２次計画における目標 

　　　「第１２次群馬県交通安全計画」における道路交通の安全に関する目標値

は「交通事故による死者数・自転車の関係する交通人身事故発生件数を令和

６年比３割以上減少」となっています。 

　　　本市においてもこの目標の達成に向け、交通事故による死者数・人身事故

発生件数・自転車の関係する交通人身事故発生件数を令和６年比３割以上減

少となるよう第１２次計画の目標とし、交通安全対策に取り組みます。 

　　　 

第１２次計画における目標値 

 

目標値 基準値（令和６年）

２人以下 ３人

２０７件以下 ２９６件

２３件以下 ３４件

年間の交通人身事故による死者数

年間の交通人身事故発生件数

年間の自転車に関係する交通人身事故発生件数
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第３章　交通安全対策を考える視点 

 

　１　今後の道路交通安全対策を考える視点　 

　　第２章において示した本市における道路交通の現況及び今後の見通しを踏ま

え、従来の交通安全対策を基本としながら、社会経済情勢、交通情勢、技術の

進展、普及等の変化に柔軟に対応し、より効果的な対策とするための改善を図

りつつ、有効な施策の推進が必要となります。 

　　このような観点から、道路交通環境の整備、交通安全思想の普及徹底の２つ

を主軸とした交通安全対策を実施します。 

 

　２　重視すべき視点　 

　　（１）　高齢者の安全確保 

　　　第１１次計画期間における本市の交通事故死傷者に占める高齢者の割合は

２０％以上を占めており、他の年代と比較して高い割合を示しています。 

　　　今後も高齢化が進むことを踏まえ、高齢者が安全に、かつ安心して外出で

きる社会の実現が求められます。 

　　　高齢者については、主として歩行及び自転車等を交通手段とする場合の対

策とともに、自動車を運転する場合の安全運転を支える対策の推進が重要で

す。 

　　　また、運転免許を有しない高齢者の移動や日常生活を支えるための施策は、

福祉や公共交通分野の政策とも連携を深めつつ推進することが重要となりま

す。 

　　　ア　高齢者が歩行及び自転車等を交通手段とする場合 

　　　　　高齢者の特性を踏まえた交通安全教育や見守り活動などのほか、多様

なモビリティの安全な利用を図るための対策が重要となります。 

　　　　　また、年齢等に関わらず、すべての人が利用しやすい生活環境を設計

する考え方に基づいた、バリアフリー化された道路交通環境の形成が必

要です。 

 

　　　イ　高齢者が自動車等を交通手段とする場合 

　　　　　高齢運転者の安全運転を支える対策については、身体機能の衰えを補

う技術の活用、普及の積極的な推進を行う必要があります。 

　　　　　また、運転支援機能の過信等による事故を防止するため、運転支援機

能等の限界、技術の進展状況の情報提供を併せて行うことが必要です。 

　　　　　高齢運転者については、運転者自身はもとより、家庭、地域等が運転

者の現在の運転技能を把握し、安全な運転の継続が困難である場合は、
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自主的に免許返納を行うことが重大事故の未然防止につながることか

ら、高齢運転者に対する日常的な見守りが重要となります。 

 

　　（２）　子どもの安全確保 

　　　安心して子どもを生み育てることができる社会を確立するため、子どもや

親子が移動しやすい環境の整備が必要となります。 

　　　国内において、子どもの交通事故死傷者数はほぼ横ばいで推移しています

が、次代を担う子どもの安全を確保する観点から、通学路等の子ども達が日

常的に集団で移動する経路において、横断歩道の設置や適切な管理、歩道の

整備等により安全で安心な歩行空間の確保を関係機関との連携の下、積極的

に推進することが重要です。 

　　　また、地域で子どもを見守っていくための取組も必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料提供：渋川警察署交通課） 

　　（３）　歩行者及び自転車等の安全確保と遵法意識の向上 

　　　第１１次計画期間における死者数１１名の内３名が歩行者です。 

　　　一般社団法人日本自動車連盟が行った令和７年の調査では、群馬県におけ

る信号機の無い横断歩道での歩行者横断時における車の一時停止率が５９．

８％と２０１８年以降で初めて全国平均（５６．７％）を上回りました。 

　　　歩行者の安全確保は交通安全上、必要不可欠であり、特に高齢者や子ども

にとっては、身近な道路の安全性を高めることが重要となります。 

　　　また、横断歩行者等が関係する交通事故を減少させるため、運転者には横

断歩道に関する交通ルールの再認識と、引き続き歩行者優先の徹底を周知す

るなど、運転者の遵法意識の向上が必要です。 
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　　　一方、歩行者に対しては、横断歩道を渡ること、信号機のあるところでは、

その信号に従うことといった交通ルールの周知を図るとともに、横断時の安

全確認の徹底等、歩行者が自らの安全を守るための行動を促す交通安全教育

等を推進する必要があります。 

　

　

　 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料提供：渋川警察署交通課） 

　 

　　　次に、自転車については、自動車等に衝突された場合には被害者となる一

方で、歩行者等と衝突した場合には加害者となる側面があります。 

　　　群馬県においては、自転車の関係する事故が年間約２，０００件程度発生

しており、重傷者や死者も出ていることから、自転車保険の加入が義務とさ

れたほか、令和５年４月からは自転車利用者の自転車乗車用ヘルメット着用

が努力義務化、令和６年１１月からは「ながらスマホ」や酒気帯び運転への

罰則強化や整備が行われ、令和８年４月からは、交通反則通告制度が自転車

にも適用されるなど改正が行われました。 

　　　このような背景を踏まえ、自転車保険の加入、自転車の点検及びすべての

年齢層への自転車乗車用ヘルメット着用の推奨、「ながらスマホ」の根絶等

の対策を関係機関と協力しながら推進する必要があります。 

　　　さらに、自転車の交通ルールに関する理解が不十分なことも背景として、

ルールやマナーに違反する行動が多いため、交通安全教育等の充実を図るこ

とも重要です。 

　　　特定小型原動機付自転車についても、車両としての交通ルール、１６歳未

満の運転及び飲酒運転の禁止、自賠責保険の加入義務、ヘルメット着用の努

力義務、ナンバープレートの表示等、関係機関と連携し、正しい交通ルール

8
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の理解と安全な利用を周知することが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　

　 

 

 

（資料提供：渋川警察署交通課） 

　（４）　生活道路における安全確保 

　　　令和６年中の群馬県内における交通人身事故件数の約４４．３％及び交通 

    死亡事故件数の約３６．７％が、市町村道等の生活道路で発生しています。 

   令和６年中の群馬県内における交通事故発生件数

   県内全体 市町村道等

    交通人身事故件数    ９，０５９件    ４，００９件

 交通死亡事故件数 ４９件        １８件        
                         　　　　　　  （資料提供：群馬県警察本部） 

　　　生活道路においては、地域住民の生活の利便性を考慮しつつ、高齢者、障

害のある方、子ども、妊産婦、乳幼児連れの方、外国人、観光客等を含むす

べての歩行者が安全に安心して通行できる道路交通環境を確保することが求

められています。 

　　　生活道路の安全対策については、区域（ゾーン）を定めて、最高速度３０

キロメートル毎時の速度規制を実施する「ゾーン３０」に加え、ハンプや狭

さく等の物理的デバイスを組み合わせた「ゾーン３０プラス」の整備が考え

られます。また、令和８年９月１日に改正道路交通法施行令が施行されたこ

とにより、生活道路における自動車の法定速度が３０キロメートル毎時に引

き下げられたため、自動車の速度抑制効果及び交通実態に応じた物理的デバ

イスの必要性について注視していく必要があります。 

　　　さらに、横断歩行者が関係する事故を減らすため、自動車・自転車・特定
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小型原動機付自転車の運転者には横断歩道に関する交通ルールの再認識と歩

行者優先意識の徹底を促す必要があります。歩行者に対しても、横断歩道を

渡ることや信号遵守、歩きスマホの防止など、自らの安全を守る行動を促す

交通安全教育を推進する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　

　

　

　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（資料提供：群馬県警察本部） 
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（５）　地域が一体となった交通安全対策の推進 

　　　高齢化が進むことに伴う地域社会のニーズと交通情勢の変化を踏まえつ

つ、安全で安心な交通社会の実現に向けた取組の具体化が急がれており、市

及び関係機関等の連携、協働により、地域に根ざした交通安全の課題解決に

取り組むことが重要となります。 

　　　このような状況の中で、交通指導員や交通安全会等、地域の交通安全活動

を支える人材の高齢化が進んでいるため、すべての市民が、交通安全対策を

自らの問題として関心を高め、安全で安心な交通社会の形成に向けた活動に

積極的に参加するよう促す必要があります。 

 

　　交通安全対策に係る体制図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

渋川市交通対策協議会
渋川交通安全協会　　等

　　交通安全会

　　交通指導員 等

　　市・警察 等

関係団体 市民

行政機関
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第４章　講じようとする施策 

 

　１　道路交通環境の整備　 

　　道路交通環境の整備においては、歩行者や自転車が多く通行する生活道路に

おける安全対策をより一層推進する必要があります。 

　　また、少子高齢化が進む中で、子どもを事故から守り、高齢者や障害のある

方が安全に、かつ安心して外出できる交通社会を形成するため、地域住民の生

活の利便性を考慮しつつ、安全で安心な歩行空間が確保された人優先の道路交

通環境整備を図ります。 

 

　　（１）　生活道路における人優先の安全で安心な歩行空間等の整備 

　　　ア　生活道路における交通安全対策の推進 

関係機関と連携し、車両速度抑制等の対策や安全で安心な歩行空間が

確保された人優先の道路交通整備を図り、中央線や車両通行帯の設けら

れていない道路の安全対策を一層推進します。 

 

　　　イ　通学路等における交通安全の確保 

　　　　　通学路等の子ども達が日常的に集団で移動する経路における交通安全

を確保するため、定期的に通学路合同点検を実施し、点検の結果に基づ

くハード、ソフト両面の対策を学校、教育委員会、警察、道路管理者等

が連携して推進します。 

 

　　　ウ　高齢者、障害のある方等の安全に資する歩行空間等の整備 

　　　　　高齢者や障害のある方等を含むすべての人が、安全かつ安心に参画で

きる社会を実現するため、駅、公共施設、福祉施設、病院等の周辺を中

心に、バリアフリー化された歩道の整備を推進します。 

 

　　（２）　公共交通網の整備及び高齢者の移動手段の確保 

　　　高齢化が進むことを踏まえ、路線バス等の公共交通サービスの利便性及び

効率性の向上を図るとともに、まちづくりと一体となった持続可能な地域公

共交通ネットワークを構築し持続可能な移動手段の確保、充実化を図る取り

組みを推進します。 

 

　　（３）　効果的な交通規制の推進 

　　　交通事故の発生状況等、地域の交通実態を踏まえ、交通規制の内容につい

て検討し、交通事情の変化に応じた総合的な対策により、安全で円滑な交通
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の維持が図られるよう警察に要請します。 

      交通規制の導入及び改廃に当たっては、交通環境の変化により影響を受け

ることとなる地域住民への十分な情報提供が行われるように努めます。 

 

　　（４）　自転車等利用環境の総合的整備 

　　　自転車、特定小型原動機付自転車、電動アシスト自転車等について、歩行

者との交錯を防ぐため、交通実態に応じた通行空間の確保、駐車場所・ポー

トの適正配置並びに利用ルールの周知を推進します。 

 

　　（５）　災害に備えた道路交通環境の整備 

　　　ア　災害に備えた道路の整備 

　　　　　地震、豪雨、豪雪等の災害が発生した場合においても、安全で安心な

生活を支える道路交通を確保するため、道路設備等に対する日常の安全

点検に努めます。 

 

　　　イ　災害発生時における情報提供の充実 

　　　　　災害発生時において、道路の被災状況や道路交通状況を迅速かつ的確

に収集、分析、提供し、復旧や緊急交通路等の確保及び道路利用者等へ

の情報提供等に資するため、関係機関と緊密に連携し、情報共有を行い

ます。 

 

　　（６）　道路法に基づく通行の禁止又は制限 

　　　道路の構造保全及び交通の危険を防止するため、道路の破損、欠壊又は異

常気象等により交通が危険であると認められる場合及び道路工事のため、や

むを得ない場合には、道路法（昭和２７年法律第１８０号）に基づき迅速か

つ的確に通行の禁止又は制限を実施します。 

 

　　（７）　道路の占用の適正化の推進 

　　　工作物の設置、工事等のための道路占用の許可に当たっては、道路の構造

保全及び安全かつ円滑な道路交通を確保するため、適正な運用を行うととも

に、許可条件の遵守、占用物件等の維持管理の適正化について指導を推進し

ます。 

　　　また、道路交通に支障を来たす不法占用物件等については、実態把握及び

指導、取締りによって排除を行います。
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　２　交通安全思想の普及徹底　 

　　交通安全教育は、自他の生命尊重という理念の下に、交通社会の一員として

の責任を自覚し、交通安全のルールを守る意識と交通マナーの向上に努め、相

手の立場を尊重し、他者や地域の安全にも貢献できる良き社会人を育成する上

で重要な意義を有しています。 

　　交通安全意識を向上させ交通マナーを身に付けるためには、成長過程に合わ

せ、生涯にわたる学習を促進し、一人ひとりが交通安全の確保を自らの課題と

して捉えるよう促すことが重要です。 

　　このため、交通安全教育指針（平成１０年国家公安委員会告示第１５号）等

を活用し、心身の発達段階やライフステージに応じた段階的かつ体系的な交通

安全教育を行い、交通指導員や交通安全会等による交通安全思想の普及啓発を

推進します。 

 

　　（１）　段階的かつ体系的な交通安全教育の推進 

　　　ア　幼児に対する交通安全教育の推進 

　　　　　保育所(園)、幼稚園、認定こども

園、家庭、各地区交通安全会及び関

係機関等と連携、協力を図りなが

ら、模擬信号機等を活用した実践的

な活動を通じて、安全に道路を通行

するために必要な技能や知識の習得

及び交通ルールや交通マナーを守ろ

うとする能力の習得を推進します。

　　　　　　　　　　　　　　　 

 

　　　イ　児童生徒に対する交通安全教育の推進 

　　　　　学校、交通指導隊及び関係機

関等と連携、協力を図りなが

ら、学校における教育活動や啓

発チラシの配布等を通じて、歩

行者及び自転車の利用者として

必要な知識と技能の習得並びに

自ら危険を予測し、回避しよう

とする能力の習得を推進しま

す。 

　　  　　　　　　　　　　　　　　 

 

交通指導員を派遣しての交通安全教室

交通安全会と協力しての交通安全教室
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　　　ウ　高齢者に対する交通安全教育の推進 

　　　　　各地区交通安全会及び関係機関等と連携、協力を図りながら、高齢者

サロン等における交通安全講話や高齢者宅訪問による啓発品の配布を通

じて、加齢に伴う身体機能の変化が及ぼす影響を理解し、運転手及び歩

行者として安全に行動するための知識の再確認や交通安全意識の向上を

推進します。 

　 

　　（２）　効果的な交通安全教育の推進 

　　　交通安全教育においては、受講者が、安全に道路を通行するために必要な

知識及び技能を習得し、その必要性を理解できるようにするため、参加・体

験・実践型の教育方法を積極的に活用します。 

　　　交通安全教育の実施に当たっては、交通安全教育に関する情報を共有し、

関係機関等の求めに応じた資機材の貸与、講師の派遣及び情報の提供等、相

互の連携を図りながら交通安全教育を推進します。 

　　　また、社会情勢の変化、技術の進展を踏まえ、常に効果的な交通安全教育

が行われるよう努めます。 

 

　　（３）　交通安全に関する普及啓発活動の推進 

　　　ア　交通安全運動の推進 

　　　　　渋川市交通対策協議会の構成機関及び関係機関等の相互連携により交

通安全運動を組織的かつ継続的に展開します。 

　　　　　交通安全運動の実施に当たっては、市ホームページ、ＳＮＳ等を活用

し、運動の趣旨、実施期間、運動重点、実施計画等について広く市民に

周知することにより、市民参加型の交通安全運動の充実、発展を図りま

す。 

 

　　　イ　横断歩行者の安全確保 

　　　　　信号機のない横断歩道での死亡事故では、自動車の横断歩道手前での

減速が不十分であることが多いため、横断歩道手前での徐行及び横断歩

行者等がいる場合の一時停止義務の厳守に係る周知等、横断歩道等にお

ける歩行者優先義務に対する意識啓発を図ります。 

　　　　　また、歩行者に対しては、横断歩道を渡ること、信号機に従った横断

といった交通ルールの周知とともに、横断時の安全確認等、歩行者自ら

の安全を守るための交通行動を促すための交通安全教育を推進します。 

 

　　　ウ　自転車の安全利用の推進 

　　　　　自転車利用者は、加害者となる側面を有しており、交通社会の一員と
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しての自覚、責任に対する意識の啓発を図るとともに、群馬県における

自転車利用者の自転車保険加入が義務化されたことを踏まえ、自転車の

定期的な点検整備及び自転車保険加入促進等の対策を推進します。 

　　　　　また、令和８年４月１日に交通反則通告制度が自転車にも導入された

ことを踏まえ、正しい交通ルールやマナーの周知を図ります。 

 

　　　　　自転車の安全利用を促進するため、「自転車安全利用五則」（令和４

年１１月１日中央交通安全対策会議交通対策本部制定)を活用し、自転

車の正しい乗り方に関する普及啓発の強化を図ります。 

　　　　　※自転車安全利用五則 

　　　　①　車道が原則、左側を通行 

　　　　　　歩道は例外、歩行者を優先 

    　　②　交差点では信号と一時停止を守って、安全確認 

　　　　③　夜間はライトを点灯 

    　　④　飲酒運転は禁止 

    　　⑤　ヘルメットを着用 

 

　エ　シートベルト及びチャイルドシートの正しい着用の徹底　 

　　　　　シートベルトの着用効果及び正しい着用方法について理解を求め、す

べての座席におけるシートベルトの正しい着用の徹底を図ります。 

　　　　　また、チャイルドシートの使用効果及び正しい使用方法について、理

解を深めるため、保育所(園)・幼稚園・認定こども園と連携した広報啓

発、指導を推進し、正しい使用の徹底を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

着用時 非着用時

シートベルト・チャイルドシート着用時、非着用時のイメージ
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　　　オ　反射材用品等の普及促進 

　　　　　夕暮れ時から夜間における歩行者及び自転車の

事故防止に効果が期待できる反射材用品等の普及

を図るため、関係機関等と連携した反射材用品の

配布活動等により普及促進を図ります。 

 

　　　カ　飲酒運転根絶の推進 

　　　　　飲酒運転根絶を求める住民意識の高まりを受け、本市では平成１９年

１２月の渋川市議会定例会において、「飲酒運転根絶に関する決議」が

なされました。 

　　　　　飲酒運転の危険性や飲酒運転による交通事故の実態を周知するための

広報啓発を引き続き推進するとともに、「ハンドルキーパー運動」の普

及啓発やアルコール検知器を活用した運行前検査の励行に努めるなど、

飲酒運転根絶の取組を更に進め、「飲酒運転を絶対にしない、させな

い」という規範意識の確立を図ります。 

　　　　　　※ハンドルキーパー運動 

　　　　　　　自動車を利用して飲食店などへ

行く際、飲酒しない人（ハンドル

キーパー）を決め、その人が自動

車の運転をして同席者を送り届け

ることにより、飲酒運転及び飲酒

運転に起因する交通事故の発生を

防止するための運動。 

 

　　　キ　早めのライト点灯の推進 

　　　　　各地区交通安全会及び関係機関等と

連携し、交通事故が多く発生する夕暮

れ時において、のぼり旗等を活用し、

運転手に早めのライト点灯を推進する

ことで、交通事故減少を図ります。 

 

　　　 

　　　ク　効果的な広報の実施 

　　　　　広報誌、ホームページ、ＳＮＳ等を活用し、市内の交通事故の実態を

踏まえた広報に努めます。 

 

 

ハンドルキーパー運動のロゴマーク

交通安全会による早めのライト点灯運動
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　　（４）　交通安全に関する民間団体等の主体的活動の推進 

　　　交通安全を目的とする民間団体等に対し、交通安全指導者の養成等の事業

及び諸行事に対する援助並びに交通安全に必要な資料の提供を充実するなど、

その主体的な活動を促進します。 

　　　交通指導員、交通安全会等、交通安全に携わる地域の人材の充実に資する

施策を強化します。 

　　　地域の状況に応じた交通安全教育を行う民間団体と連携し、民間団体が主

体となった交通安全教育、普及啓発活動の促進を図ります。 

　　　交通ボランティア等の高齢化が進む中で、交通安全の取組を着実に次世代

へつなげるため、幅広い年代の参画に努めます。 

 

　　（５）地域における交通安全活動への参加、協働の推進 

　　　交通安全は、地域住民等の安全意識により支えられるため、地域に関わり

を有する通勤、通学者等も含め、交通社会の一員であるという当事者意識を

持つよう意識改革を促すことが重要となります。 

　　　このため、市、関係機関、企業等と市民が緊密に連携し、地域の実情に即

した身近な活動を行うことにより、市民参加、協働を推進します。 

　　　このような観点から、交通安全の取組に地域住民等の意見を積極的に反映

するよう努めます。
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